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はじめに
　米国において有価証券法（Securities Act of 1933）と証券取引所法（Securi-









を開業した Price Waterhouse & Co.（PW）がダントツで
ある。それから遅れること23年〔この期間は長い〕，1913年創立の Arthur 
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１　A. E. アンダーセンの信念と事務所の発展⑷




① Price Waterhouse & Co. （1890年） 146社 （30％）
②Haskins & Sells （1895年） 71 （14）
② Ernst & Ernst （1902年） 71 （14）
④ Peat, Marwick, Mitchell & Co. （1898年） 56 （11）
⑤Arthur Young & Co. （1894年） 49 （10）
⑥ Lybrand, Ross Bros. & Montgomery （1898年） 48 （10）
⑦ Touche, Niven & Co. （1902年） 27 （６）
⑧Arthur Andersen & Co. （1913年） 24 （５）
（492社） （100％）
〔表２〕　報酬ランキング（1983年度）
①Arthur Andersen & Co. 12億3,800万ドル
（当時１ドル240円，約3,000億円）
② Peat, Marwick, Mitchell & Co. 12億3,000万ドル
③ Coopers & Lybrand 11億ドル
④ Price Waterhouse & Co. 10億1,300万ドル
⑤Arthur Young & Co. 10億  300万ドル
⑥ Ernst & Whinney ９億7,200万ドル
⑦K. M. G. Main Hurdman ９億ドル
⑧Deloitte Haskins & Sells ８億9,400万ドル








　1911年４年間勤務した PWを退職，同年ミルウォキーに本社を置く Jos. 
Schlitz Brewing Co. のコントローラーに就任，ノースウェスタン大学での夜
間コースの講師は継続，1912年会計部門の助教授兼主任に任命された。
　1913年11月，The Audit Company of Illinois のオーナーの死去により，アン
ダーセンと C. M. DeLany がこれを買収，1913年12月１日，シカゴにAnder-
sen, DeLany & Co. を開設した。アンダーセン，28歳の時であった。５年後の






























































































を浴びた。米国会計士協会（AIA）の機関誌The Journal of Accountancy の



























































1947 1955 1960 1963
Chargeable hours 1,132,000 2,250,000 3,892,000 4,866,000
顧客数 2,300 8,000 14,000 19,000
スタッフ数（最高時） 848 1,760 3,042 4,231
事務所数 17 20 49 60
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ナーVictor Millar は Saatchi & Saatchi Consulting の CEOに就任した。
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ティング部門のリーダー Gresham Brebach に修正案は撤回されたという「朗
報」がもたらされた。
　数日後，Brebach は Kullberg に呼び出され，修正案は撤回されたことが伝
えられた。と同時に，「本日をもってコンサルティング部門の責任者を免ずる」
ことも伝えられた。秘密であるはずのNew York’s 21 Club での会議の内容が
密告者によって事前にKullberg に知らされていたのである。Kullberg はその
会議に出席していたかなりの者と連絡をとっていたのである。Brebach には




























であるDrysdale 政府証券ディーラーが倒産，融資先のChase Manhattan 銀行
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①Arthur Andersen & Co. 137,089,359ドル
（平均１ドル230円，約315億円）
② Peat, Marwick, Mitchell & Co. 19,400,000ドル
③ Ernst & Whinney 6,020,500ドル
④Deloitte Haskins & Sells 4,997,585ドル
⑤ Coopers & Lybrand 4,375,850ドル
⑥ Price Waterhouse & Co. 3,500,000ドル
⑦Touche, Ross & Co. 2,250,000ドル

























PMM 29 11（38） 18（62） 23 8（35） 15（65）
AA 26 8（31） 18（69） 23 7（30） 16（70）
CL 23 4（17） 19（83） 17 3（18） 14（82）
PW 20 12（60） 8（40） 17 11（65） 6（35）
TR 17 5（29） 12（71） 12 2（17） 10（83）
EW 12 6（50） 6（50） 8 2（25） 6（75）
AY 14 11（79） 3（21） 10 9（90） 1（10）
DHS 11 3（27） 8（73） 7 1（14） 6（86）
小計 （152） （60）（39％） （92）（61％）（117） （43）（37％） （74）（63％）
Big８以外 31 11（35） 20（65） 20 5（25） 15（75）
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　そして，1980年代後半から1990年代初頭にかけて，商業銀行に比し比較的小
規模な貯蓄金融機関（S&L：Savings & Loan Association）が700社以上も倒
産した。S&Lの崩壊により，監査人は訴えられたのである。
　1992年11月24日 の The Wall Street Journal と The Washington Post は，
Ernst & Young（E&Y）が一連の S&L事件に係わる和解金として，なんと４
億ドル（当時１ドル125円，約500億円）を連邦政府に支払ったことをトップ





















所が全米第９位〔ビッグ８とは格段の差がある〕のMain Hurdman & Crans-
toun とともにビッグ８に対抗する国際会計事務所Klynveld Main Goerdeler
（クラインベルト・メイン・ゲルデラー，KMG）を組織した26。




　1987年１月，世界ランキング第２位の Peat Marwick International と同７位
の KMG が合併，世界最大の会計事務所 Klynveld Peat Marwick Goerdeler
（KPMG）が誕生した。米国内での名称はKPMG Peat Marwick である。
　そして，1989年には，Ernst & Whinney と Arthur Young & Co. が合併
Ernst & Youngとなり，Deloitte Haskins & SellsとTouche Ross & Co.も合併，
Deloitte & Touche となった。ここに時代は，“ビッグ８”から“ビッグ６”
になったのである。そして，同年，Arthur Andersen & Co. と Price Water-




1990年度 1991年度 1992年度 1994年度 1995年度 1996年度
①AA 22.8 24.6 26.8 33.3 38.6 45.1（198％）
② E&Y 22.4 22.4 22.8 25.4 29.7 35.7（159％）
③D&T 19.2 19.5 19.5 22.3 25.7 29.3（161％）
④KPMG 18.2 18.1 18.0 19.1 22.9 25.3（139％）
⑤ C&L 14.0 14.7 15.6 17.8 19.1 21.1（151％）
⑥ PW 12.0 12.8 13.7 15.7 17.7 20.2（168％）
＊単位：億ドル，1996年度の（　）内は1990年度を基準とした成長率
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を大幅に超えている。第２位のErnst & Young も監査部門が前年比4.5％の伸
びであるのに対して，コンサルティング部門は前年比35％もの増加である。第
３位のDeloitte ＆ Touche も監査部門が前年比６％の伸びであるのに対して，
〔表７〕　ビッグ６の報酬とその構成（1995年度）
報酬 監査 税務 MAS
①Andersen Worldwide 38億6,000万ドル 32％ 16％ 52％
（当時１ドル100円，約3,860億円）
② Ernst & Young 29億7,400万ドル 43 22 35
③ Deloitte & Touche 25億7,000万ドル 44 20 36
④ KPMG Peat Marwick 22億9,000万ドル 45 19 36
⑤ Coopers & Lybrand 19億  500万ドル 45 20 35
⑥ Price Waterhouse & Co. 17億7,000万ドル 40 24 36
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International Consulting Solutions を買収したコンサルティング部門は前年比
34％もの増加である。第４位のKPMG Peat Marwick も監査部門は横ばいな
のに，コンサルティング部門は37％増で初めて同事務所収入の３分の１を超え
た。そして，総収入において前年比6.8％増と最も成長の鈍かった第５位の
Coopers & Lybrand も，コンサルティング部門である Coopers & Lybrand 
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などを規制する独立性ルールに違反する事例を8,000件以上も発見した。Levitt
は他のビッグ５に対しても自主的に調査するよう求めた35。
　一方，AICPA 会長 B. C. Melancon は，The Journal of Accountancy の2000



















sion of the Commission’s Auditor Independence Requirements）を提案した。
それは，会計事務所の規模にかかわらず









































































































































































banes-Oxley Act of 2002）が成立した。その骨子は，以下のとおりである。































基準審議会」（Financial Accounting Standards Board）に委譲せざるを得な
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（1918年にArthur Andersen & Co. と名称変更）は監査の分野では，先発の大
手会計事務所に大きく水をあけられていた。そこで，1920年代からコンサル
ティング業務に力を入れた。1932年４月，「インサル帝国」と称される企業集





















































































































































































　Price Waterhouse & Co. のアメリカ事務所である Jones, Caesar & Co. の1897年末のスタッフ
は18名程度であったが，1903年には常勤スタッフ73名，臨時スタッフはその２倍も必要とした。
また，Haskins & Sells も1902年末には総勢127名を数え，1896年度（第１年度）の収入14,856ド
ルは６年後の1902年度には340,315ドルヘと急増している。Stuart & Young （1906年に Arthur 
Young & Co. と名称変更）も1903年には15名～25名のスタッフを有していた。そして，1897年に
James Marwick と Roger Mitchell の２人のスコットランド人がニューヨークにMarwick & 
Mitchell を組織した。その後の Peat, Marwick, Mitchell & Co. である。翌1898年 Lybrand, Ross 
Bros. & Montgomery がフィラデルフィアで誕生している。４人とも名門 John Heins 事務所の
同僚であった。また，1899年にはドイツ人 F. W. Lafrentz もニューヨークに The American 
Audit Co. を開設，1900年にはイギリス人G. A. Touche が J. M. Niven とともにTouche, Niven 
& Co.（その後のTouche Ross & Co.）を設立している。そして，1903年には Ernst & Ernst が
クリーブランドで組織された（拙著『アメリカ監査論──マルチディメンショナル・アプローチ
&リスク・アプローチ』中央経済社，1994年，16-17頁）。
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